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令和６年（健）第１２１１号

令和７年１０月３１日

主文
　本件再審査請求を棄却する。

事実
第１　再審査請求の趣旨
　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、後記第２の２記載
の原処分を取り消し、健康保険法（以下「健
保法」という。）による家族出産育児一時金
（以下「出産育児一時金」という。）の支給
を求めるということである。
第２　事案の概要（本件再審査請求に至る経
緯）
　本件記録によると、請求人が本件再審査
請求をするに至る経緯として、次の各事実
が認められる。
１	　請求人は、令和○年○月○日（受付）、
○○健康保険組合（以下「保険者組合」
という。）に対し、健保法に基づく請求人
の被扶養者であるＡの分娩（第５子、第
６子）について、出産育児一時金の支
給を請求（以下「本件請求」という。）
した。
２	　保険者組合は、令和○年○月○日付け
で、請求人に対し、本件請求について、
不支給理由を「健康保険法（家族出産育
児一時金）第百十四条により被保険者の
被扶養者が出産した時は、被保険者へ家
族出産育児一時金が支給されますが、昭
和３年３月１６日保険発第１１号で「健
康保険での出産とは、妊娠８４日（１２
週）を超過したもの、すなわち８５日以
上（１３週）の妊娠期間に分娩したもの
である」と通知されています。今回、出
産育児一時金請求書の医師の証明欄に記
載した医師に照会したところ、妊娠は
１０週と１１週相当であることが確認さ
れたため、不支給と決定いたします。」と
して、出産育児一時金を支給しない旨の
処分（以下「原処分」という。）をした。
３	　請求人は、原処分を不服として、標記

の社会保険審査官に対する審査請求を経
て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第３　当事者等の主張の要旨
　（略）

理由
第１　問題点
１	　健保法第１１４条において、「被保険者
の被扶養者が出産したときは、家族出産
育児一時金として、被保険者に対し、第
百一条の政令で定める金額を支給する。」
旨定めている。

２	　双児等の分娩については、胎盤数にか
かわらず、１産児排出を１分娩と認め、
胎児数に応じて支給する（「双児等分娩ノ
場合ニ於ケル分娩費ノ支給ニ関スル件」
保険院社会保険局長通知（昭和１６年７
月２３日社発第９９１号））とされてお
り、健保法における分娩に関する給付に
ついては、妊娠４か月を超える分娩に限
るとされ、妊娠４か月を超える分娩とは、
妊娠１か月を２８日間とし、妊娠８５日
（１３週）以上の分娩をいうとされている
（「妊娠四カ月ヲ超ユル分娩ノ意義ニ関ス
ル件」内務省社会局保険部長通知（昭和
３年３月１６日保発第１１号））。また、
妊娠４か月以上（８５日以後）の分娩に
ついては、生産、死産、流産（人工流産
を含む）又は早産を問わず、給付の対象
になるとされている（「人工流産に伴う分
娩費並びに出産手当金支給に関する件」
厚生省保険局健康保険課長回答（昭和
２７年６月１６日保文発第２４２７号））。

３	　前記２の通知により、健保法における
分娩に関する給付については、妊娠４か
月を超える（妊娠８５日（１３週）以上
の）分娩に限るとされているところ、本
件請求については、保険者組合が、その
要件を満たしておらず、出産育児一時金
を支給しない旨の原処分をしたことに対
し、請求人は、これを不服としているの
であるから、本件の問題点は、原処分が
上記の関係法令等に照らして妥当なもの
と認められるかどうかということである。

第２　事実認定及び判断
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同月○日（１３週４日に当たる日）に実
施した再検査において「両児ＣＲＬ４㎝
に満たず浮腫が進行。前回の診断が間
違っていない事、今後心拍が再開するこ
とがないことを告げて・・・」と記載さ
れていることが認められる。
　そして、健保法における分娩に関する
給付については、妊娠４か月を超える（妊
娠８５日（１３週）以上の）分娩に限る
とされ、その要件を満たすか否かは、流
産の場合、医師法に基づく死産届と同様
の考え方に倣い、娩出日ではなく死亡推
定日を基に判断を行うものとされている
ことについては既述のとおりであるとこ
ろ、本件において、娩出日（手術日）は
妊娠１４週２日であるが、Ｃ医師は、両
児に若干の体幹浮腫が認められたことや
胎児の大きさも加味して２児の死亡推定
日を妊娠１０週４日及び１１週０日相当
であると判断され、妊娠１１週までに実
施する術式で流産手術が行われたことは
本件資料より明らかであるから、このよ
うな分娩は、妊娠４か月を超える分娩と
は認められず、出産育児一時金の給付の
対象にはならない。
　なお、請求人は、再審査請求時に、○
○新聞の記事を提出し、同様のケースで
支給されていると主張しているが、本件
請求に関するものではなく、上記の判断
を左右するものとはいえない。

４	　したがって、原処分は妥当であり、こ
れを取り消すことはできず、本件再審査
請求は理由がないから、これを棄却する
こととして、主文のとおり裁決する。

１	　（略）
２	　（略）
３	　以下、本件の問題点について検討し、
判断する。
　本件請求書によれば、請求人は、分娩
年月日を令和○年○月○日、生産・死産
の別を死産（１４週）、新生児の数を多胎
（２児）と記載して出産育児一時金の支給
を請求しており、また、母子手帳によれ
ば、本件請求に係る第５子及び第６子い
ずれも妊娠期間は妊娠１４週２日、娩出
日時は令和○年○月○日午後○時○分と
記載されていることが認められる。
　他方で、保険局保険課長の回答書によ
れば、流産の場合に「妊娠四箇月ヲ超ユ
ル分娩」との要件を満たすか否かについ
ては、医師法に基づく死産届と同様の考
え方に倣い、娩出日ではなく死亡推定日
を基に判断を行うものとされており、診
療報酬明細書によれば、傷病名は稽留流
産、診療関連情報欄において手術・処置
等は、Ｋ９０９１イ、流産手術（妊娠１１
週まで）（手動真空吸引法）、令和○年○
月○日と記載されており、Ｃ医師の回答
書によれば、Ｃ医師の判断として、診療
報酬明細書における流産手術「週数１１
週未満」（Ｋ９０９１イ：Ｋ９０９は流産
手術、１は妊娠１１週までの場合、イは
手動真空吸引法によるもの、４０００点）
の算定は正しいこと、本件は医師法２１
条において死産届を提出する事例ではな
いこと、胎児の異常を確認したのは、ま
ず、同年○月○日（妊娠１２週４日にな
る日）であり、同日において、本件請求
に係るＡ児については「ＣＲ+：３４㎜、
ＢＰＤ：１４㎜、いずれも１０ｗ４ｄ
（注：１０週４日と認める。）相当で心拍
認めず」、Ｂ児については「ＣＲＬ：３９
㎜、１１ｗ０ｄ（注：１１週０日と認め
る。）相当、心拍認めず、体幹浮腫あり」、
「両児に若干の体幹浮腫を認めた事から
死亡してしばらくしてからの変化である
と推察。胎児の大きさも加味すると１週
間程度前に胎内死亡していたと考える事
が妥当と考えられた・・・」と記載され、




